(別添様式１)
平成２４年度　当初予算　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費
	事業名:　緊急基盤整備事業費補助金
　　（障害者自立支援対策臨時特例基金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　自立支援担当　電話番号：058-272-1111（内2615）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：190,481千円　（前年度予算額：490,981千円）

	事業内容


	１　事業の内容


障害福祉サービスの基盤整備を図るため、交付金により岐阜県障害者自立支援対策臨時特例基金を造成(平成19年3月)し、平成24年度まで特別対策事業を実施。（事業者へ助成）
　■障害者自立支援基盤整備事業(9)
　　※改修の※１を除き、既存の補助制度で対象としている事業については対象外。

　　○改修（補助単価：１施設あたり20,000千円以内）
・ケアホーム、グループホーム等に対する消防法令上必要とされる消防設備の整
備

　　　・障害福祉サービス事業所、ケアホーム、グループホーム、居宅介護事業所、相

談支援事業所等の改修整備（※１）
　　　・その他基盤整備対策に資する改修工事

　　○増築（補助単価：１施設あたり20,000千円以内）
　　　・生産事業等のための作業スペースの設置

　　　・ＮＩＣＵの退院児童受入のための重症心身障害児施設等の増築工事

　　　・障害福祉サービス事業所、ケアホーム、グループホーム、居宅介護事業所、相

談支援事業所等の増築工事
      ・その他基盤整備対策に資する増築工事

　　○備品購入（補助単価：１施設あたり20,000千円以内）
　　　・新体系サービスの事業の拡充・充実を図るために必要となる生産設備、介護設

備、送迎車輌等の整備

　　　・ＮＩＣＵの退院児童受入のための人工呼吸器等の整備

　　○開設準備等経費（補助単価：１事業所あたり1,000千円以内）
　　　・居宅介護事業所等が開設にあたって必要となる経費

　　　・事務の効率化を図るために必要となる経費

　　○大規模な生産設備整備（補助単価：１施設あたり100,000千円以内）
　　　・就労継続支援事業所に対する工賃引き上げを図るための大規模な生産設備整備
■相談支援発展推進支援事業(14)イ
　　　基幹相談支援センターや相談支援事業所の新規の立ち上げや拡充等にあたり、必要な設備整備や求人、広告及び従業者の研修等への助成（補助単価：１か所あたり1,200千円）

	２　所要経費


　■障害者自立支援基盤整備事業(9)   　 186,021千円
■相談支援発展推進支援事業(14)イ       4,460千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


障害者自立支援法（H18.4月一部施行・10月全面施行）は、当初から問題点が指摘されていたため、国は障害者自立支援対策臨時特例交付金を創設し、事業運営の安定化や新法による制度への移行促進等を行ってきた。
　　・平成18年12月  障害者自立支援対策臨時特例交付金の創設
　　・平成20年10月　「生活対策」に基づき国補正予算で基金の延長・積増し
　　・平成21年 4月　「経済危機対策」に基づき国補正予算で基金の積増し
    ・平成24年2月　　国4次補正予算で基金の延長・積み増し
	３　これまでの取組に対する評価


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
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